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１．はじめに

いちき串木野市は、平成１７年１０月１１日に旧串木野市と旧市来町が新設

合併して誕生したまちであります。

合併まで職員の適正化については、両市町において地方分権による権限移譲

に伴う事務の増加、少子高齢化、高度情報化、住民ニーズの多様化などに対応

し、組織・機構の見直し、業務の外部委託、事務事業の見直しなど行政運営の

効率化を図りながら、平成１２年度から平成１７年度までに３８人の職員削減

に取り組んできました。（表１）

合併による最大の効果は、人件費の削減とも言われ、議員、長などの特別職

の人件費削減は実現したものの、合併により増大した職員の適正化を図り、簡

素で効率的な組織を編成し、新しいまちづくりを行う必要があります。

また、本市の財政状況は、社会経済情勢が大きく変化する中、国の三位一体

改革による地方交付税をはじめ、国庫補助金等の削減などにより、これまでに

ない非常に厳しい状況となっています。

このため、平成１８年度を初年度とする５ヵ年間の定員適正化計画を定め、

行政改革大綱に基づき、計画的に職員数を削減し、定員の適正化を図り、効率

的な行政運営に努めます。
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２．職員数の現状

平成１８年４月１日における職員数は４０７人であります。内訳は、市長部

局等２８３人、教育委員会６７人、消防４８人、水道９人で消防を除き、各部

門とも年々職員数は減少しています。

これまで、旧串木野市・旧市来町とも事務事業や組織・機構の見直し、事務

処理の効率化等にそれぞれ取り組み、更に市町村合併を見据えて新規採用職員

を抑制するなど、平成１２年度から平成１７年度までに３８人、８．５％の職

員削減に努めてきました。

職員数の推移（表１）

（人）

年 度 平成１２ 平成１３ 平成１４ 平成１５ 平成１６ 平成１７ 平成１８

串木野 ３２６ ３２０ ３１７ ３１４ ３１３ ３０８

市 来 １０３ １０４ １０４ １０２ １０１ ９９

合 計 ４２９ ４２４ ４２１ ４１６ ４１４ ４０７ ４０７

増 減 △１６ △５ △３ △５ △２ △７ ±０

※ 各年度の職員数は４月１日現在。 （計△３８）

職員数の推移（グラフ） （旧串木野市と旧市来町の合算）

職員数の推移

424 421 416 414 407 407

429

270
252

261 258 260 259
245

200

250

300

350

400

450

平成12 平成13 平成14 平成15 平成16 平成17 平成18

(人)

全職員

一般行政職員

※ 各年４月１日現在。
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３．職員数の比較

（１）国の定員モデル職員数との比較

総務省による定員モデル試算値を用いた比較においては、次のとおり。モデ

ル試算値に対して５人超過している状況であります。

平成１８年４月１日の定員モデル対象職員数 ２４５人

モデル試算値 ２４０人

超過数（率） ＋５人（＋2.04％）

（資料 総務省「地方公共団体定数管理調査」）

注）定員モデルは、人口や面積など行政需要と密接に関連すると考えられる指標と職員数との相関

関係を分析し、参考となる職員数を算出できるように作成された算式のことで、この算式から

モデル職員数（試算値）を算出し、実際の職員数と比較・検討するためのものである。対象職

員は、一般行政部門であり、教育、消防、公営企業などは対象外である。

（２）「類似団体別職員数の状況」（修正値）との比較

部門ごとの類似団体（修正値）との比較は次のとおりです。

（人）

大部門 部 門
類似団体

（修正値）

いちき串木野市

（18.4.1 現在）
差

議 会 ５ ５ ０

総 務 ７３ ７２ △ １

税 務 ２０ ２５ ５

議
会
・
総
務
・
税
務 （計） ９８ １０２ ４

民 生 ７０ ４１ △２９

衛 生 ４７ ３５ △１２
福

祉
（計） １１７ ７６ △４１

労 働 ０ ０ ０

農 林 ２６ ３２ ６

商 工 １０ ８ △２

経

済

（計） ３６ ４０ ４

土 木 ３１ ２９ △２

教 育 ６７ ７１ ４

消 防 ５４ ４８ △６

普通会計（合計） ４０３ ３６６ △３７

※ 類似団体（修正値）は平成１７年４月１日現在の職員数、平成１７年３月の住民基本台

帳人口により算出される。
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（３）「類似団体別職員数の状況」との比較

人口と産業構造により全国の自治体を類型別に区分し、職員数を比較する

「類似団体別職員数の状況」によると、平成１７年度類似団体（５６市）の

普通会計部門の平均職員数は２８９人で、旧串木野市は２７６人と１３人少

ないでしたが、合併により本市職員数は平成１８年４月現在で３６６人とな

り、７７人多い状況です。

消防本部のある類似団体（１７市）の平均職員数は３２５人で４１人多い

状況です。

また、公営企業等会計部門の平均職員数は、類似団体が１０３人で本市職

員数５３人は５０人少ない状況ですが、これは本市では行っていない病院事

業等の職員数が類似団体には含まれていることによるものです。

類似団体の職員数（表２）

（人）

消防職を除く
都道府県 市 人口

普通会計

職員数 職員数
職員1人当
たり人口

順位

佐賀県 武雄市 ３４，４５４ ２５９ ２５９ １３３ １

広島県 竹原市 ３１，４９４ ２３７ ２３７ １３３ ２

茨城県 高萩市 ３３，９５９ ２５７ ２５７ １３２ ３

鹿児島県 串木野市 ２６，０６１ ２７６ ２３９ １０９ １８

岡山県 美作市 ３３，９８９ ５６０ ５０２ ６８ ５５

北海道 夕張市 １３，６１５ ２７４ ２２５ ６１ ５６

平 均 （５６市） ２７，７２０ ２８９ ２７４ １０１

いちき串木野市 ３２，６７０ ３６６ ３１８ １０３ （２７）

※ 各市の人口は平成 17年 3 月 31 日住基人口、職員数は平成 17年 4 月 1 日現在。

※ いちき串木野市の人口・職員数は、平成 18 年 4月 1 日現在。

※ 職員数は、教育長及び臨時職員を含む。
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（４）職員１人当たり人口との比較

適正な職員数を知る目安として多くの団体で用いられる普通会計職員１人

当たりの人口を比較すると、消防職を除く平成１７年４月１日の旧串木野市

の数値は１０９人、類似団体（５６市）で１８番目でありましたが、合併後

の数値（平成１８年４月１日現在）は１０３人で２７番目に後退していま

すが、類似団体の平均１０１人を上回っております。（表２）

県内１４市の平均は１３２人で旧串木野市は４番目でありましたが、合併

後は５番目と後退しています。（表３）

県内の平均は１３２人でありますが、これは鹿児島市の影響が大きく、鹿

児島市を除く１３市の平均は１０３人で、同じ類似団体の枕崎市・加世田市

より上回っています。

県内各市の職員１人当たり人口（表３）

（人）

市 人 口
普通会計職員数

(消防職を除く)

職員１人当

たり人口
順位

鹿児島市 ５９８，０５５ ３，４２０ １７５ １

国分市 ５４，１４０ ４１８ １３０ ２

鹿屋市 ８０，２６３ ６７２ １１９ ３

串木野市 ２６，０６１ ２３９ １０９ ４

出水市 ３９，２８８ ３９０ １０１ ５

枕崎市 ２５，７９３ ２５９ １００ ６

名瀬市 ４０，９６３ ４１２ ９９ ７

阿久根市 ２５，６５５ ２５９ ９９ ８

薩摩川内市 １０３，８６２ １，０４９ ９９ ９

指宿市 ２９，８０４ ３０７ ９７ １０

大口市 ２２，４１７ ２３５ ９５ １１

加世田市 ２３，５８４ ２４９ ９５ １２

垂水市 １９，４３７ ２２１ ８８ １３

西之表市 １８，２５２ ２４１ ７６ １４

県下１４市平均 ７９，１１２ ５９８ １３２

いちき串木野市 ３２，６７０ ３１８ １０３ (５)

※ 各市の人口は平成 17年 3 月 31 日住基人口、職員数は平成 17年 4 月 1日現在。

※ いちき串木野市の人口・職員数は、平成 18 年 4月 1 日現在。

※ 職員数は、教育長及び臨時職員を含む。
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４．定員適正化目標

（１）基本方針

職員の適正化については、退職者に対する新規採用職員を抑制することを

基本とし、簡素で効率的な行政組織を編成し、最少の経費で最大の効果を上

げる行政システムの確立を目指すため、少数精鋭主義による職員の適正化を

行うこととします。

また、類似団体の中には、より効率的な団体があることから、下記の方策

により業務量の削減を行い定員の適正化を図ることとします。

① 事務量にあった職員配置

合併に伴う組織の変更などで一時的に行政サービスが低下する事態を防

ぎ、スムーズに新市へ移行できるよう職員を配置している部署があることか

ら、事務量に適した職員の配置に見直します。

② 組織の見直し

課・支所・施設等全ての組織について見直しを行い、統廃合を実施し、組

織のスリム化を図ります。

③ 事務事業の委託、施設の指定管理者制度導入・移譲などの推進

「民間ができることは民間に任せる」との考え方から、事務事業の委託化

や嘱託化を進めるとともに、指定管理者制度の導入や民間移譲など施設管理

に民間活力を積極的に活用し、業務量の削減を推進します。

④ 市民協働の推進

「地域でできることは地域に任せる」との考え方から、地域の公民館やＮ

ＰＯ等の市民団体などとの役割分担を行うとともに、パートナーシップ（協

力関係・提携）の強化を図ることにより協働してまちづくりを行う体制の強

化を図ります。

（２）計画期間

本計画の実施期間は、いちき串木野市行政改革大綱の計画期間と同じ平成

１８年度から平成２２年度までの５年間とします。
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（３）目標値

国は、平成１７年１２月２４日に閣議決定された「行政改革の重要方針」

及び平成１８年６月２日に公布・施行された「簡素で効率的な政府を実現す

るための行政改革の推進に関する法律」に基づく「国の行政機関の定員の純

減について」を平成１８年６月３０日に閣議決定し、国の行政機関の定員（約

３３万２千人）について、平成１８年度から平成２２年度までの５年間で、

１８，９００人（５．７％）以上の純減を確保することとしました。

また、平成１７年３月２９日に通知された「地方公共団体における行政改

革の推進のための新たな指針」の中では、地方自治体が平成１６年度までの

５年間で４．６％の定員削減を行った実績を踏まえて、今後この実績を上回

る定員削減と明確な数値目標の設定を求めています。

これらの状況を考慮し、今後５年間の地方自治体の平均削減率を５％とし

て類似団体の職員数について推計すると、普通会計部門職員数は２７５人、

消防職員を除く普通会計職員数は２６０人となります。

しかし、本市においては、きめ細かい行政サービスを提供するため総合支

所方式という行政組織の形態であることや地域振興などを考慮の上、各部署

における職員配置数を算定し、本市における消防職員を除く普通会計部門の

職員数の目標値は２７９人とします。

また、特別会計・企業会計部門においては、指定管理者制度の積極的導入

や業務の委託化推進等による業務量の削減を見込み、目標職員数は４０人と

します。

上記により、いちき串木野市の５年後の適正職員数は、消防職４８人を含

めた３６７人、９．８％の純減を目標とします。

なお、年度ごとの職員数の目標は、退職者数で定年退職者及び普通退職者

を見込み、採用者数で一般職と消防職を見込み、表４のとおりとします。

５年後適正職員数３３０人（普通会計部門職員）で算出した職員１人当た

り人口は９８人で、平成１７年度の類似団体の平均９６人を若干上回る数値

となります。（表５）

消防職を除く普通会計部門職員数では、職員１人当たりの人口が１１４人

となり、類似団体平均１０１人を上回り、更に改善されることとなります。
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年度別職員数の目標（表４）

（人）

区 分 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

職 員 数 ４０７ ４０７ ３９８ ３８６ ３７５ ３６７

退職者数 ８ ９ １３ １２ １１

採用者数 ８ ０ １ １ ３

増 減 ０ △９ △１２ △１１ △８

※ 各年度の職員数は４月１日現在。 (△４０)

※ 退職者数は、普通退職者数を含む。

職員１人当たり人口（表５）

（人）

普通会計 消防職除く普通会計
年 度 人 口

職員数
職員１人当
たり人口

職員数
職員１人当
たり人口

１８年度 ３２，６７０ ３６６ ８９ ３１８ １０３

２２年度 ３２，２８２ ３３０ ９８ ２８２ １１４

類団平均 ２７，７２０ ２８９ ９６ ２７４ １０１

※ 職員数は、教育長及び臨時職員を含む。
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５．部門別・事由別定員適正化の計画

「４．定員適正化目標」の「（１）基本方針」で示した４つの方針により業

務量の削減を実施し定員適正化を行いますが、部門別及び事由別の計画は次の

とおりです。

部門別の計画（表６）

部 門
Ｈ18.4.1 現在の

職員数
Ｈ22.4.1 現在の

目標職員数
増 減

普 通 会 計 部 門 ３６３人 ３２７人 △３６人

うち消防職員を除

く職員数
３１５人 ２７９人 △３６人

企業会計等部門 ４４人 ４０人 △４人

合 計 ４０７人 ３６７人 △４０人

事由別の計画（表７）

区 分 職員削減数 備 考

合併調整事務の終了 △ ３人

事業の終了や減少 △ ５人

組織の見直し △２６人

事業や施設の委託・指定管理 △ ２人

施設等の移譲 △ ２人

その他 △ ７人

権限委譲等事務の増加 ５人

合 計 △４０人 定年退職者数３４人
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６．退職勧奨制度の活用

本市が加入している鹿児島県市町村退職手当組合では、市町村合併で膨張し

た職員の退職促進や人件費抑制のため早期退職勧奨制度を設けております。

この制度は、平成１７年１１月から平成２２年３月までの時限措置で、退職

年齢４０歳以上の職員に対し退職金を最大７３％拡大するものであります。

本市においても、平成１８年度にこの制度を導入し、定員適正化を進め、職

員数の削減に努めることとします。

また、同制度の活用促進のため、退職者の再就職についても検討します。

７．その他

（１）障害者の雇用

「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づく地方公共団体の障害者の

法定雇用率は２．１％（教育委員会は２．０％）であります。

平成１８年４月現在の本市の障害者雇用率は市長部局が１．８％ですが、

法定雇用者数の５人を達成しております。しかし、教育委員会部局の雇用が

ないため障害者雇用に努めます。

（２）計画的採用の継続

行政改革の推進や合併を前提とした職員数の抑制など、数年前から職員の

新規採用数は非常に少ない状況が続いています。今後、定員適正化を進め、

職員数を削減しながら年齢構成を考慮し、計画的な職員採用を継続します。
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８．附属資料

（１）年齢別、職種別職員数 （平成１８年４月１日現在）

（人）

年 齢 一般職 消防職 技能労務職 合 計

５９歳 ５ １ ６

５８歳 １０ １０

５７歳 ７ ２ ９

５６歳 ５ ２ ２ ９

５５歳 ９ ９

５４歳 ６ １ １ ８

５３歳 ８ １ １ １０

５２歳 ７ １ ８

５１歳 ７ １ ８

５０歳 １１ １ １ １３

４９歳 ８ １ ３ １２

４８歳 ９ ２ １１

４７歳 １０ ２ ３ １５

４６歳 ９ ３ １ １３

４５歳 １４ １ ３ １８

４４歳 ６ ２ ２ １０

４３歳 １０ ２ １ １３

４２歳 １５ １５

４１歳 １８ ３ ４ ２５

４０歳 ２ ３ ２ ７

３９歳 １０ ２ １２

３８歳 １１ １１

３７歳 １２ ３ １５

３６歳 １１ ３ １４

３５歳 １６ ５ ２１

３４歳 １０ ２ １２

３３歳 １８ ４ ２ ２４

３２歳 ９ １ １０

３１歳 １１ １ １２

３０歳 ７ ２ １ １０

２９歳 ５ １ １ ７

２８歳 ８ ８

２７歳 ６ ６

２６歳 ３ １ ４

２５歳 ２ ３ ５

２４歳 ２ １ ３

２３歳 １ １

２２歳 １ １

２１歳 １ １

２０歳

１９歳 １ １

合 計 ３１９ ４８ ４０ ４０７
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（２）年齢別・職種別職員数 （平成１８年４月１日現在）

0 5 10 15 20 25 30

１９歳

２１歳

２３歳

２５歳

２７歳

２９歳

３１歳

３３歳

３５歳

３７歳

３９歳

４１歳

４３歳

４５歳

４７歳

４９歳

５１歳

５３歳

５５歳

５７歳

５９歳

一般職

消防職

技能労務職

人


